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 1980年代以降、「第 3の波」（トフラー 1980）や「知価社会」（堺屋 1980）等、社会全体の









口及び高等教育機関への入学者・進学率等の推移」は 1990 年代の初頭の 200 万人超をピークに







（平成 32）年以降にまた減少に転じる。合計特殊出生率が 1.25 まで下がったことが話題となっ
た 2005（平成 17）～6（平成 18）年度辺りの出生者数が 110 万人を切った辺りで推移している
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ことを考えると、彼らが 18 歳を迎える 2023（平成 35）～2024（平成 36）年頃には、現在 120
















たる目的として、当時の文部省に設置されたが、これは臨時教育審議会（1984 年（昭和 59 年）
設置）の答申を受けて、学校教育法（第 69 条の 3）に基づく文部大臣の諮問機関として 1987 年
（昭和 62年）9月に設置されたものであり、必要と認めるときには文部大臣に対して勧告する権











えば 1976（昭和 51）〜1980（昭和 55）年は「昭和 50年代前期計画」といい、18才人口がおお
むね 150〜160 万人台で推移すること等を考慮し、高等教育の将来の発展のための基盤整備を図
ることに重点を置き、29,000 人の入学定員増を決定した。続く 1981（昭和 56）〜1986（昭和
61）年には同後期計画として、同じく入学定員を 34,000人増加させた。1986（昭和 56）〜1992


































立したことで、それに基づいて 1947（昭和 22）年、直ちに 6・3 制の小・
中学校が発足し、国と地方に多大な財政負担を強いながらも、9 年間の義務
教育が一挙に実現することになった。翌年には3年制の高等学校が発足した。








められることになった。その結果、大学数は終戦時の48校から 180校（国立 70 5) 、公立 18、私










大学制度は、米国教育使節団 8) が求めたものではなかった」（草原 2008）といった、戦後の教
育改革を巡る紆余曲折についても、他にその間の意思決定主体等を詳細に分析し、真相を明らか
にした研究があるので、ここではこれ以上詳しくは述べない。9)   
 
⑵ 第1期：教育行政における「55年体制」 
 戦後の文部行政区分は従って 1951 年のサンフランシスコ講和条約締結後（実際の発効は翌年
1952年）から 1960年までを「第 1期」とし、この間を実質日本の主権に基づいて高等教育を含
む文部行政が開始された時期とする。同時にこの期間は戦後の復興期から進学率が 10%程度にま






立構造が形作られた」時期でもある、としている。11)   
 文部大臣の諮問機関として中央教育審議会（以下「中教審」）が設置された昭和 27（1952）年
は、前年の旧連合国による対日平和条約の締結や、同時に調印された日米安全保障条約等や、翌









とする内容となっている。12)   






で大学数 245校、短大数 280校を数えた。 
 
⑶ 第2期：高度成長期の高等教育について 
 第 2 期はちょうど日本経済が高度成長段階を迎えた 1960（昭和 35）〜1975（昭和 50）年で、
この 15年の間に急激な大学への進学者の量的拡大期が見られ、日本の高等教育はマス段階へ入っ
た、とされる。13) この 15年間で入学者数は約 3倍、進学率も一気に40%に迫った。ちなみに 1975
（昭和 50）年の学生数は 1,734,000人で、大学数自体もこの間 245校から 420校へと急増した。












転換を行ったのもこの時期である。14)   
 





いが 30 億円が計上され、（中略）1970（昭和 45）年、人件費を含む経常費
補助として 132億円が計上されたことは、文部省にとって（中略）画期的な
出来事であった。 














督官庁の権限強化には「経常費補助金の差別化」も取られた。15)   
 「18歳人口がおおむね 150万人～160万人台で推移するとともに、進学率が停滞傾向にあるこ
とを踏まえ、量的充実より質的充実を推進」するとの基本方針のもと（文部省）、定員増（大学、
短大）を前期（第 1次：昭和 51～55年度）で 29,000 人の「目途」から「実績」 として 23,292





かかわらず、1985（昭和 60）年の段階においてもなお進学率は 37.6%と 1975年の数字に比べ微
減し、大学生数も 1,849,000人と微増に留まった。 
 また 1975（昭和 50）年発足の専修学校が高等教育市場に影響を及ぼし始めたのもこの時期で
ある。専修学校制度は、昭和 50（1975）年の学校教育法の一部改正によって創設された学校制度
である。学校教育法の第 1条に規定される正規の学校（幼稚園、小・中・高等学校、障害児学校、
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ものと見られる」との予測もあった。19)   
 臨教審自体の評価は、賛否両論があるものの「その審議がものものしかったのみかかわらず、
出てくる結論がまことに物足りなかった」（加藤 1996, p. 60）といったものもあり、確かに「こ
の程度の結論なら臨教審など新設しなくても、中教審で十分だったのではないかといいたくなる」
（ibid, p. 60）との指摘も納得がいく。 
 
⑸ 第4期：「団塊の世代Jr.」の高等教育進学期 
 戦後文部行政の第 4期（1986（昭和 61）年〜1992（平成 4）年）は「第 3次高等教育計画」20)  





結果としてはそれぞれ 78,173人と 112,443人を認めることとなり、当初の 86,000 人の定員増に
対して 190,616人の収容増と 2倍以上の乖離が見られた。これは進学率が当初見込んだ 35％から




































当初想定していた 40.0%から最終的に 49.8%へと、入学者数でいうと 752,010人に達した（いず
れも 2000（平成 12）年度の値）。入学定員は当初見込んでいた 590,000人から 698,436人へと大
幅増となり「私学の積極的な規模の拡充は、その後 21世紀において私学の定員割れという深刻な
事態を引き起こす要因」となっていった（草原 2008, p. 168）。 
 
① 大学設置基準の大綱化 （1991） 
 臨時教育審議会（1984（昭和 59）年 8月～1987（昭和 62）年 8月）の「University Council」






















 こうした大学改革の流れをみた大学審議会は、1998（平成 10）年 10 月に答申『21 世紀の大
学像と今後の改革方策について』を出した。この中で、「教養教育が軽視されているのではないか
との危惧がある」と問題点を指摘し、「教養教育の重視、教養教育と専門教育の有機的連携の確保」
が重要となるとの展望を示している。（林 2003）25)   
 それに先立つ 1997（平成 9）年１月の大学審議会答申「平成 12 年度以降の高等教育の将来構






 21 世紀にはいってからは、2001（平成 13）年に誕生した小泉政権のもと、私立学校法の一部










に進んだのもこの時代である。近年は特に認証評価制度の指導が顕著で、7 つないし 8 つの評価
機関の濫立した状態となっている。26) 他方、「差別的な」評価による公的資金の競争的配分は、従




① 規制緩和の流れ（1997- ） 
 「第 2次臨調（臨時行政調査会）」（1981（昭和 56）年から 1983（昭和 58）年）や「第 1次行
革審（臨時行政改革推進審議会）」（1983（昭和 58）年から 1986（昭和 61）年）や「第 2次行革
審（臨時行政改革推進審議会）」（1987（昭和 62）年から 1990（平成 2）年）などが、国民負担
の軽減、行革事務の簡素合理化、民間活力の助長をスローガンに行政改革を推進してきたが、規








（磯田 2006  p. 266） 
 





 この流れを受け、2004（平成 16）年 3 月「総合規制改革会議」では「これまでの 3 年間の活
動を総括し、平成 14年度の規制改革による消費者メリット増加額は、合計 14兆 3,000億円、国
民一人当たり約 11万 2,000円」（磯田 2006）と試算し、同年 4月「規制改革・民間推進会議」
の運営方針における「民間の潜在的需要が大きく、新規サービスや雇用の創出に結びつくような
医療・福祉・教育等の『官製市場』分野について、『民間開放』という新たな視点を通じて、抜本
的な見直しを行う」との明記につながった。27)   
 
「多くの規制が残る」医療、福祉、教育などを「主要官製市場」と呼び、株





  戦後における高等教育行政の時代的区分化の試み 嘉悦 康太  63 
② 公立学校選択制の導入（2000-） 
 行政改革委員会「規制緩和の推進に関する意見（第 2 次）」（1996（平成 8）年 12 月）や文部
省初等中等教育局長通達「通学区域制度の弾力的運用について」（1997（平成 9）年 1月 27日付
け）を経て、東京都品川区がついに 2000（平成 12）年 4 月の入学者より小学校で学校選択制を
導入した。これについては「（学校選択により）学校間に競争意識が生まれる。それが何よりの改
革圧力になる」（読売新聞 1999（平成 11）年 10 月 11 日）と評価する意見がある一方で、「特
定の学校に子供が集中、序列化が生じる恐れが強い」（同日 毎日新聞社説）と「公教育の公平性」
や「序列化による競争激化」の観点から、非難の声も上がった。28)   
 その後閣議決定された「規制改革推進 3 か年計画（改訂）」（2002（平成 14）年 3 月）や学校
教育法施行規則改定（2003（平成 15）年4月施行）で「学校選択制」は着実に全国に広まり、三
重県紀宝町が 1998（平成 10）年より、岐阜県穂積市が 2000（平成 12）年より、また東京都豊
島区及び日野市が翌 2001（平成 13）年より等、学校選択制を導入する地方公共団体は順次増加、
文部科学省の調査によると、2004（平成16）年度までに小学校段階で学校選択制を導入している





















大学・大学院を数える。31)   













⑵ 要 件 






















ること、と定められている。（中央教育審議会大学分科会【第 33回】（2004（平成16）年 3月 16
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日資料「構造改革特別区域法における学校教育法の特例について（株式会社・NPO法人による学
校の設置）」より引用・抜粋） 
 法解釈面では学校教育法第 2 条においては、学校の設置主体としては、国、地方公共団体及び
学校法人に限定されている。しかし、特区においてはこの限りではなく、「地方公共団体が、教育
上又は研究上『特別なニーズ』があると認める場合」には、株式会社に学校の設置を認めた、と












































時期を 2006（平成 18）年度下半期と設定した。33) 
 
 
参考：株式会社立 LEC 大学のケース 
 
（株）東京リーガルマインドによる「LEC 東京リーガルマインド大学」は通学と通信制からなる
4 年制の大学と専門職大学院からなり 2004（平成 16）年度に設置認可された。34) 学部は総合キ
ャリア学部のみ学科も総合キャリア学科のみの単科大学で、入学定員は 160 人で 3 年次編入 30
人を加えた収容定員は 700 名でキャンパスは千代田区と大阪市。他方、通信制は 2005（平成 17
年度の開設で、入学定員は925 人（3年次編入 200人）の収容人数4,100人でキャンパスは北は
北海道・札幌から南は九州・福岡、北九州まで 12 カ所。会計専門職専攻の専門職大学院は 2007
（平成 17）年度の開設で、入学定員は 60名、収容定員は 120名。キャンパスは千代田区（2009
（平成 19）年 4月 1日現在）。35) 
LEC に関して文部科学省が 2009（平成 19）年 1 月 25 日付けで発表したプレスリリース「LEC
東京リーガルマインド大学に対する勧告等について」によると、同日付でLEC 東京リーガルマイ
ンド大学に対し，勧告及び留意事項を通知した、とある。具体的な措置内容は、 
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（5）への通知」が付け加え、「本件の担当」を高等教育局大学振興課及び同課大学設置室併記と

















































 一方、2008（平成 20）年度時点で国立大学 86校（含む政策研究大学院大学等3校の大学院大




るにもかかわらず、入学者で見ると 796,000人から 575,000人へと大幅に減少している。40) 清成
（2009）は「とくに私立大学においては経営間格差が拡大している。2008 年度には入学定員割





























「日本の将来推計人口」（平成 14 年 1 月推計）より文部科学省作成. 
 （但し，平成 17 年度は学校基本調査速報の数値）等から作成） 
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注 





























10）昭和 30（1995）年、それまで左右両派に分裂していた日本社会党が統一され、翌 11 月、自由、民主の
両保守党が合併し、今の自由民主党が結成された。これにより「二大政党制」が実現し、これを年代にち
なんで「55 年体制」と呼ぶ。平成 5（1993）年に細川「非自民」連立内閣誕生まで 38 年間に渡る自民党
の一党独裁の長期政権が終了するまで続いた、とされる。 
11）磯田（2006）によると「文部省対日教組の激しい対立構造」は具体的には勤評反対闘争（昭和 32 年か
































































































































クスルー大学院大学（専門職大学院 経営学研究科 経営管理専攻 入学定員82名/収容定員164名。2005
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